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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

第２四半期連結
累計期間

第50期
第２四半期連結
累計期間

第49期

会計期間

自平成25年
　４月１日
至平成25年
　９月30日

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　９月30日

自平成25年
　４月１日
至平成26年
　３月31日

売上高 （千円） 5,111,993 5,614,415 10,016,682

経常利益 （千円） 327,826 398,649 731,973

四半期（当期）純利益 （千円） 222,126 267,934 437,286

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 221,797 284,693 437,058

純資産額 （千円） 4,426,013 4,774,108 4,546,798

総資産額 （千円） 7,797,730 8,553,404 8,583,258

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 40.16 48.44 79.06

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 56.8 55.8 53.0

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 185,905 78,976 539,100

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △172,271 △44,878 △110,214

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △65,254 △58,710 △67,749

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 2,835,817 3,223,962 3,248,575

 

回次
第49期

第２四半期連結
会計期間

第50期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成25年
　７月１日
至平成25年
　９月30日

自平成26年
　７月１日
至平成26年
　９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 33.97 27.17

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および連結子会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。

（1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日本銀行の金融緩和策により、企業収益や

雇用環境に緩やかな回復基調が見られたものの、消費税増税後の節約志向や天候不順などにより、消費マインド減退

が懸念され、さらに新興国の成長鈍化、欧州のデフレ懸念もあり、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移し

ております。

このような経営環境において、当社グループは、地域社会の活性化を担う「社会貢献型企業」を目指して、官民協

働の精神に基づき、地域行政情報誌『わが街事典』の発行を中心に、官と民の連携により地域再生支援に取り組むと

ともに、中小事業者のプロモーションやソリューションを支援するサービスを提供いたしました。

その結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高が対前年同期比9.8％増の56億14百万円、営業利益が対前

年同期比9.6％増の３億20百万円、経常利益が対前年同期比21.6％増の３億98百万円、四半期純利益が対前年同期比

20.6％増の２億67百万円となりました。

また、平成25年12月より、地方自治体に対し、ふるさと寄付金制度の活性化支援の提案をおこなっておりますが、

当第２四半期連結累計期間において、埼玉県久喜市や大阪府藤井寺市等５自治体と、ふるさと寄付金制度の一括業務

代行に関する業務委託協定を締結しております。

事業部門別の状況は次のとおりであります。

①プリントメディア事業

プリントメディア事業におきましては、官民協働による地域行政情報誌『わが街事典』は、新潟県新潟市や島根県

松江市など新たに発行するとともに、大阪府枚方市や三重県鈴鹿市など２版目を発行し、当第２四半期連結累計期間

において69の市や町と共同発行いたしました。50音別電話帳『テレパル５０』につきましては、行政情報や特集企画

を付加した電話帳の発行に引き続き取り組みました。これらの結果、売上高は、対前年同期比4.6％増の37億59百万

円となりました。

②ＩＴメディア事業

ＩＴメディア事業におきましては、ヤフー株式会社との販売提携による『スポンサードサーチ®』等のリスティン

グ広告や『Yahoo！路線情報』等のバナー広告、当社の地域情報サイト『ＣｉｔｙＤＯ！』のインターネット広告の

積極的な販売に取り組みました。一方、連結子会社である株式会社サイネックス・ネットワークの『トラベルサー

チ』等の旅行商品の販売は、天候不順の影響もあり、やや伸び悩んだものの、『食彩ネット』や『わが街とくさん

ネット』における物品販売が順調に推移したため、売上高は、対前年同期比22.3％増の18億54百万円となりました。

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ24百万円減少し、当第２四半

期連結会計期間末には32億23百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は78百万円（前年同期比57.5％減）となりました。

　これは主に、税金等調整前四半期純利益４億３百万円、たな卸資産の減少額１億２百万円、減価償却費97百万円等

による収入に対し、前受金の減少額３億55百万円、法人税等の支払額１億89百万円等の支出によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は44百万円（同73.9％減）となりました。

　これは主に、定期預金の払戻による収入３億51百万円、保険積立金の払戻による収入１億37百万円等に対し、定期

預金の預入による支出４億８百万円、有形固定資産の取得による支出１億31百万円等によるものであります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は58百万円（同10.0％減）となりました。

　これは主に、リース債務の返済による支出３百万円、配当金の支払額55百万円によるものであります。

 

（3）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（4）研究開発活動

　該当事項はありません。

（5）主要な設備

　前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設について、当第２四半期連結累計期間に完成したもの

は、次のとおりであります。

会社名
事業所名

 
所在地
 

 
セグメントの名称

 

 
設備の内容

 

 
完成年月
 

提出会社

製作本部

三重県

松阪市
メディア事業

印刷機

生産設備
H26.7

 

（6）経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し

　当社グループは、創業以来、電話帳をはじめとする各種広告媒体の発行を通じて、中小事業者のプロモーション支

援をおこない、地域社会の活性化に貢献すべく努めてまいりました。

　一方、現在地方自治体は、財政が逼迫し、行政だけでは、求められる公共サービスを賄いきれない状況です。民

間が行政の公共サービスの一部を担い、官民協働で公共サービスを促進していく、それが地域活性化に繋がり、新

しいビジネスマーケットが生まれてくるのではないかと考えます。そのような考え方に則り、地域行政情報誌『わ

が街事典』の発行を開始いたしました。『わが街事典』は、地方自治体と住民、地域の事業者を結ぶ地域一体型の

コミュニティメディアとして発行し、行政手続き、防災情報や施設マップなどの行政情報、歴史・文化、特産品な

どの地域情報、ならびに地域の商工事業者の広告を掲載し、住民の利便性向上に貢献し、地域を活性化しようとい

う主旨で発行するものであります。

さらに、官民協働により、新しい付加価値を創造するという、地域イノベーションという考え方に基づいて、地

域行政情報誌の提供のみにとどまらず、ウェブを活用して、電子書籍版の発行や、特産品の販売、観光客の呼び込

みやふるさと寄付金制度の利用拡大支援など、地域の経済活動を刺激するような事業にも取り組んでまいります。

官民協働事業を当社グループの中核事業と位置付け、地方自治体との連携を強化し、地域社会の活性化に貢献する

「社会貢献型企業」を目指してまいります。

（7）資本の財源および資金の流動性についての分析

　当社グループの資金状況は、運転資金、設備投資資金、戦略投資資金等の必要資金を主に事業利益から得られる内

部留保資金または借入金により調達することとしております。このうち、借入金による資金調達については、短期借

入金であり、未行使の借入枠利用により調達することが一般的であります。平成26年９月30日現在、短期借入金の残

高は、３億50百万円であります。

　平成26年９月30日現在、長期借入金の残高はありません。将来大規模な設備投資資金および戦略投資資金などの長

期資金需要が発生した場合には、手許資金の流動性と安全性を確保するため、長期借入金による資金調達についても

検討する方針であります。

　当社グループは、その健全な財政状態、営業活動によりキャッシュ・フローを生み出す能力および未行使の借入枠

により、当社グループの成長を維持するため将来必要な運転資金、設備投資資金、戦略投資資金を調達することが可

能と考えております。

（8）経営者の問題意識と今後の方針について

次期の見通しにつきましては、政府によるさらなる金融、経済政策等が期待されるものの、消費税率引き上げによ

る個人消費等の減速や、国際情勢における緊張の高まりを背景とした海外経済の下振れリスクが懸念され、依然とし

て不透明な状況が続くものと予想されます。

また、東日本大震災で被災した地域においては、復興の兆しが見られるものの、地域によっては、広告媒体の活用

や発行が、困難な状況が継続するものと予想されます。
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このような経営環境において、当社グループは、行政と民間企業による提携、すなわち、パブリック・プライベー

ト・パートナーシップの理念に則り、民間活力を導入した公共サービスの充実をはかり、地域社会の発展を担う「社

会貢献型企業」を目指して、官民協働で地域再生支援に取り組んでまいります。

そして、官民協働による取り組みは、互いの持つ知恵や能力、経験により、新しい付加価値を創造する地域イノ

ベーションが期待されます。その考え方に基づいて、地域情報の発信、特産品の販売や観光客の呼び込み、ふるさと

寄付金制度活性化支援など、地域を活性化するような事業に取り組んでまいります。

官民協働事業を当社グループの中核事業と位置付け、行政との連携を強化し、地域社会の活性化に寄与する「社会

貢献型企業」を目指してまいります。

あわせて、一層の原価低減、経費削減などにも取り組み、継続的に利益を確保する体制の構築に努めるとともに、

コンプライアンスの徹底を経営上の最重要課題と位置付け、さらなる充実をはかってまいります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 22,000,000

計 22,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,470,660 6,470,660

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 6,470,660 6,470,660 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
－ 6,470,660 － 750,000 － 552,095
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社富士総研
大阪市天王寺区上本町九丁目４番５－603

号
1,619 25.02

ヤフー株式会社 東京都港区赤坂九丁目７番１号 648 10.01

村田　吉優 大阪市天王寺区 639 9.88

サイネックス従業員持株会 大阪市中央区瓦屋町三丁目６番13号 513 7.94

サイネックス共栄会 大阪市中央区瓦屋町三丁目６番13号 176 2.72

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 150 2.32

久保田 貴幸 東京都練馬区 106 1.64

有限会社サンヨー
大阪市中央区内平野町二丁目３番14号

ライオンズビル大手前1202号
100 1.55

資産管理サービス信託銀行株式

会社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号

晴海トリトンスクエアタワーZ　
98 1.53

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号

日本生命証券管理部内
63 0.97

計 － 4,114 63.59

　（注）上記のほか、自己株式が939千株あります。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  939,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,530,000 55,300 －

単元未満株式 普通株式      960 － －

発行済株式総数 6,470,660 － －

総株主の議決権 － 55,300 －

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社サイネッ

クス

大阪市中央区瓦屋

町三丁目６番13号
939,700 － 939,700 14.52

計 － 939,700 － 939,700 14.52
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２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,809,567 3,841,951

受取手形及び売掛金 695,942 695,700

有価証券 331,887 330,561

商品及び製品 104,922 67,333

仕掛品 105,460 91,893

原材料及び貯蔵品 65,728 13,941

その他 295,020 212,010

貸倒引当金 △23,896 △24,462

流動資産合計 5,384,633 5,228,929

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 404,096 374,611

機械装置及び運搬具（純額） 166,114 242,794

土地 659,328 648,428

リース資産（純額） 49,928 31,473

その他（純額） 30,820 41,395

有形固定資産合計 1,310,289 1,338,703

無形固定資産   

その他 137,260 127,588

無形固定資産合計 137,260 127,588

投資その他の資産   

投資有価証券 373,273 372,163

その他 1,392,500 1,498,267

貸倒引当金 △14,697 △12,247

投資その他の資産合計 1,751,076 1,858,183

固定資産合計 3,198,625 3,324,474

資産合計 8,583,258 8,553,404

 

EDINET提出書類

株式会社　サイネックス(E00744)

四半期報告書

10/18



 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 414,386 415,798

短期借入金 350,000 350,000

未払法人税等 199,405 187,332

前受金 1,179,435 823,897

賞与引当金 160,782 238,158

その他 432,444 424,919

流動負債合計 2,736,454 2,440,106

固定負債   

役員退職慰労引当金 82,809 85,214

退職給付に係る負債 1,217,121 1,253,974

その他 74 －

固定負債合計 1,300,005 1,339,188

負債合計 4,036,460 3,779,295

純資産の部   

株主資本   

資本金 750,000 750,000

資本剰余金 552,095 552,095

利益剰余金 3,613,919 3,824,530

自己株式 △277,293 △277,354

株主資本合計 4,638,721 4,849,272

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,488 5,331

退職給付に係る調整累計額 △94,411 △80,494

その他の包括利益累計額合計 △91,922 △75,163

少数株主持分 － －

純資産合計 4,546,798 4,774,108

負債純資産合計 8,583,258 8,553,404
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 5,111,993 5,614,415

売上原価 2,142,605 2,534,933

売上総利益 2,969,388 3,079,482

販売費及び一般管理費 ※ 2,677,389 ※ 2,759,343

営業利益 291,998 320,139

営業外収益   

受取利息 2,060 3,239

受取家賃 14,043 12,971

保険解約返戻金 － 36,150

貸倒引当金戻入額 7,269 2,450

為替差益 10,933 19,214

その他 4,347 7,176

営業外収益合計 38,654 81,202

営業外費用   

支払利息 2,825 2,629

その他 1 62

営業外費用合計 2,826 2,692

経常利益 327,826 398,649

特別利益   

固定資産売却益 100 3,551

受取補償金 32,443 10,814

特別利益合計 32,543 14,366

特別損失   

固定資産売却損 20 －

固定資産除却損 77 3,784

投資有価証券評価損 635 5,687

特別損失合計 732 9,471

税金等調整前四半期純利益 359,638 403,544

法人税、住民税及び事業税 137,153 177,442

法人税等調整額 358 △41,832

法人税等合計 137,511 135,610

少数株主損益調整前四半期純利益 222,126 267,934

四半期純利益 222,126 267,934
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 222,126 267,934

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △328 2,842

退職給付に係る調整額 － 13,916

その他の包括利益合計 △328 16,759

四半期包括利益 221,797 284,693

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 221,797 284,693

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 359,638 403,544

減価償却費 110,430 97,055

貸倒引当金の増減額（△は減少） △9,224 △1,883

退職給付引当金の増減額（△は減少） 43,831 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 28 2,405

賞与引当金の増減額（△は減少） △14,598 77,375

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 55,119

受取利息及び受取配当金 △2,896 △4,212

支払利息 2,825 2,629

保険解約返戻金 － △36,150

為替差損益（△は益） △10,933 △19,214

投資有価証券評価損益（△は益） 635 5,687

受取補償金 △32,443 △10,814

売上債権の増減額（△は増加） 220,277 241

たな卸資産の増減額（△は増加） 65,829 102,942

仕入債務の増減額（△は減少） △50,889 1,411

前受金の増減額（△は減少） △321,832 △355,538

その他 △52,676 △101,656

小計 308,002 218,942

利息及び配当金の受取額 5,964 5,218

補償金の受取額 32,443 10,814

保険金の受取額 － 36,150

利息の支払額 △3,096 △2,648

法人税等の支払額 △157,407 △189,501

営業活動によるキャッシュ・フロー 185,905 78,976

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △361,000 △408,000

定期預金の払戻による収入 261,000 351,000

有形固定資産の取得による支出 △41,748 △131,019

有形固定資産の売却による収入 7,880 34,400

無形固定資産の取得による支出 △36,450 △27,826

貸付金の回収による収入 170 68

保険積立金の積立による支出 △2,098 △2,098

保険積立金の払戻による収入 － 137,358

預託金の返還による収入 － 4,200

その他 △23 △2,961

投資活動によるキャッシュ・フロー △172,271 △44,878

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 － △60

配当金の支払額 △27,688 △55,070

リース債務の返済による支出 △37,565 △3,579

財務活動によるキャッシュ・フロー △65,254 △58,710

現金及び現金同等物に係る換算差額 46 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △51,574 △24,612

現金及び現金同等物の期首残高 2,887,392 3,248,575

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,835,817 ※ 3,223,962
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を、割引率決定の基礎となる債券

の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間及び

支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が3,239千円増加し、利益剰余金が2,013千円

減少しております。なお、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影

響は軽微であります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
　　至 平成25年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年９月30日）

従業員給与 1,065,871千円 1,076,693千円

賞与引当金繰入額 148,547 185,007

退職給付引当金繰入額 53,594 －

退職給付費用 － 58,937

役員退職慰労引当金繰入額 3,845 3,368

貸倒引当金繰入額 － 1,670

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 3,483,815千円 3,841,951千円

有価証券勘定 130,732 330,561

計 3,614,547 4,172,512

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △678,000 △648,000

取得日から満期日又は償還日までの期間が

３ヶ月を超える債券
△100,730 △300,550

現金及び現金同等物 2,835,817 3,223,962
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 27,655 5 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 55,309 10 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年９月30日）

　当社グループは、メディア事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しておりま

す。

 

当第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）

　当社グループは、メディア事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しておりま

す。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 40円16銭 48円44銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 222,126 267,934

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 222,126 267,934

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,531 5,530

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月14日

株式会社サイネックス

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 増田　明彦　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柴田　芳宏　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社サイ

ネックスの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日か

ら平成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社サイネックス及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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